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（適用範囲） 

第１条 東京電力パワーグリッド株式会社（以下，東電ＰＧという）の所有する電柱頂部

へ，共架事業者が所有する電柱頂部アンテナ取付方式による無線基地局，高速無線

アクセス装置基地局，及びこれに準じる設備（以下，基地局という）を取り付ける

電柱頂部利用施設工事は，この共架技術基準により実施するものとし，東電タウン

プランニング（以下，当社という）は，この基準に準じ，共架の業務を遂行する。 

 

（電柱頂部利用設備の種類） 

第２条 共架事業者の施設する電柱頂部利用設備は，アンテナ，アンテナ取付金物，保護

管等の付属設備ならびに電線類とする。 

なお，共架事業者の施設する電柱頂部利用設備は，別添の「電柱頂部アンテナ取

付方式による無線基地局等施設用機材標準規格」に基づき，東電ＰＧが認定し，認

定番号を振出したものを適用する。（認定の依頼窓口は，当社） 

 

（電柱頂部利用柱の種類） 

第３条 電柱頂部利用柱として使用する東電ＰＧ電柱は，次の要件をすべて満足する１０

ｍ以上のコンクリート柱および分割式複合柱の一部とする（分割式複合柱の利用可

否は当社へお問い合わせください）。ただし電柱頂部利用設備取付に際し，保守・保

安上支障を及ぼす恐れのある電柱は対象外とする。 

(1) 海岸から 500ｍ以内の地域，臨海工業地域，及びこれに準ずるガス汚染地域，温

泉による酸害地域以外の電柱とする。ただし，塩塵害及び酸害等を考慮し，東電 PG

機材と同等以上の防腐性能を有する設備を施設する場合は，この限りでない。 

(2) 至近年度において配電線地中化計画がない地域とする。ただし，共架事業者，当社

双方の協議により地中化工事開始前の期間に限定した電柱頂部利用となる場合は，

この限りでない。 

(3) 移設工事が予定されていないものとする。ただし，共架事業者，当社双方の協議に

より移設工事実施前の期間に限定した電柱頂部利用となる場合はこの限りでない。 



 

 

(4) 高所作業車の設置が可能な場所とする。ただし，高所作業車を使用せずに安全に，

撤去等の作業が可能な構造の基地局である場合は，この限りでない。 

(5) 通信事業者の通信ケーブル，又は東電ＰＧの電力ケーブルが立上がっていないもの

とする。ただし，既設物件と接触せずに取り付けることが可能な場合は，この限り

でない。 

(6) 低圧系統が地中化されていないものとする。ただし，共架事業者が道路管理者，自

治体などの承諾を得た場合は，この限りでない。 

(7) 東電ＰＧの装柱が，環境調和，消防活動を考慮した都市型装柱，コンパクト装柱，

新標準装柱等でないものとする。ただし，共架事業者が所轄消防署，道路管理者，

自治体などの承諾を得た場合は，この限りでない。 

 

（基地局等施設数） 

第４条 共架事業者の設備は，他の基地局の申請，及び設置の無い東電ＰＧ電柱へ施設す

るものとし，１柱１契約とする。 

 

（所有者の表示） 

第５条 共架事業者の基地局には，「社名」，もしくは「マーク」を表示し，地上から容易

に所有者を識別できるようにする。 

 

（電柱頂部利用設備と配電設備の強度協調に関する技術的要件） 

第６条 共架事業者の電柱頂部利用設備は，その設備を施設した時，東電ＰＧの配電設備

に損傷を与えない様，以下に示す強度協調が図られているものとする。 

    (1)共架事業者の設備を施設した時，東電ＰＧの電柱地際（以下，Ａ点とする）に発生

する合成モーメントは，東電ＰＧの電柱のＡ点の設計モーメント以下であるものと

する。これは，以下の式に示す通りである。 

ＭＣｒ≧ＭＣｐ＋ＭＷ＋ＭＴ＋ＭＡＧｐ＋ＭＡＡＮＴ＋ＭＳ 

ＭＣｒ  ：東電ＰＧの電柱のＡ点の設計モーメント 

ＭＣｐ  ：東電ＰＧの電柱に加わる風圧によりＡ点に発生する曲げ 

モーメント 

MＷ   ：東電ＰＧの架空地線，高低圧本線および共架電線に加わる 

風圧によりＡ点に発生する曲げモーメント 

ＭＴ   ：風圧が東電ＰＧ変圧器に加わる事によりＡ点に発生する 

曲げモーメント 



 

 

ＭＡＧｐ ：東電ＰＧの架空地線支持金物に加わる風圧によりＡ点に 

発生する曲げモーメント 

ＭＡＡＮＴ：共架事業者のアンテナ部に加わる風圧によりＡ点に発生す 

る曲げモーメント 

ＭＳ   ：東電ＰＧの架空地線，高低圧本線および共架電線の不平均 

張力によりＡ点に発生する曲げモーメント 

(2)共架事業者のアンテナ部限界荷重によりＡ点に発生するモーメントは，東電ＰＧの

電柱のＡ点の設計モーメントから東電ＰＧの既設設備および既設共架物に加わる風

圧張力によるＡ点の曲げモーメントを引いたものの２倍未満であるものとする。 

これは，以下の式に示す通りである。 

ＭＡｄ＜２ＭＣｒ－２（ＭＣｐ＋ＭＷ＋ＭＴ＋ＭＡＧｐ＋ＭＳ） 

ＭAd  ：共架事業者のアンテナ部限界荷重によりＡ点に発生する 

曲げモーメント（アンテナ部の限界荷重とはアンテナに積 

荷し続け，やがて変形・破壊等して，荷重がそれ以上増え 

なくなった時の荷重） 

(3)共架事業者の設備を施設した時，東電ＰＧの架空地線支持金物の電柱取付部（以下

Ｂ点とする）に発生する合成モーメントは東電ＰＧの架空地線支持金物のＢ点の許

容モーメント以下であるものとする。 

これは，以下の式に示す通りである。 

ＭＧｒ≧ＭＢＧｐ＋ＭＧｗ＋ＭＢＡＮＴ＋ＭＧＳ 

ＭＧｒ  ：東電ＰＧの架空地線支持金物のＢ点における許容荷重の 

モーメント換算値 

（参考：許容荷重は架空地線支持金物が架空地線用キャップ 

の場合 3.92kN，軽腕金 1.5  ﾃ  の場合 2.06kN， 

1.5  ﾋ  の場合 3.73kN） 

ＭＢＧｐ ：東電ＰＧの架空地線支持金物に加わる風圧によりＢ点に 

発生する曲げモーメント 

ＭＧｗ  ：東電ＰＧの架空地線に加わる風圧によりＢ点に発生する 

曲げモーメント 

ＭＢＡＮＴ：共架事業者のアンテナ部に加わる風圧によりＢ点に発生 

する曲げモーメント 

ＭＧＳ  ：東電ＰＧの架空地線の不平均張力によりＢ点に発生する 

曲げモーメント 



 

 

 

(4)共架事業者のアンテナ部限界荷重によるＢ点に発生するモーメントは，東電ＰＧの

架空地線支持金物の耐荷重によるＢ点のモーメントから東電ＰＧの架空地線および

架空地線支持金物に加わる風圧および張力によるＢ点の曲げモーメントを引いたも

の未満であるものとする。これは，以下の式に示す通りである。 

ＭＢｄ＜ＭＧ１－（ＭＢＧｐ＋ＭＧｗ＋ＭＧＳ） 

ＭＢｄ  ：共架事業者のアンテナ部の限界荷重によるＢ点のモーメ 

ント 

ＭＧ１  ：東電ＰＧの架空地線支持金物のＢ点における耐荷重のモ 

ーメント換算値 

（参考：耐荷重は架空地線支持金物が架空地線用キャップ 

の場合 7.85kN，軽腕金 1.5  ﾃ  の場合 2.06kN， 

1.5  ﾋ  の場合 3.73kN） 

 

（離隔距離） 

第７条 共架事業者の電柱頂部利用設備と東電ＰＧの電気工作物との離隔は，次のとおり

とし，電気設備技術基準等の関係法規の離隔を満足するものとする。 

(1)共架事業者の電柱頂部利用設備と東電ＰＧの高圧線      ８０㎝以上 

(2)共架事業者の電柱頂部利用設備と東電ＰＧの低圧線      ６０㎝以上 

(3)共架事業者の電柱頂部利用設備と東電ＰＧの低圧引込線    ３０㎝以上 

(4)共架事業者の電柱頂部利用設備と東電ＰＧの変圧器装置台  １００㎝以上 

ただし，電柱頂部利用設備のうち，アンテナ以外の部分は対象外とする。 

 

（電線類工事） 

第８条 共架事業者の電線類は次により施設する。 

(1)低圧線にはケーブルを使用し，通信線にはケーブルまたはケーブルと同等以上の防

護を施した電線を使用する。 

(2)低圧線と通信線が直接接触しないように取り付ける。 

(3)電柱に沿って施設する共架事業者の通信線は，東電ＰＧの電線類と接触しないよう

保護管に収容して施設する。なお，保護管は東電ＰＧ仕様のステンレスバンドで２

ｍ以下の間隔で東電ＰＧの電柱に支持する。 

(4)保護管の取付位置は，家側概ね 45°とする。 

(5)抱腕装柱については，両腕金の中に保護管を取り付けるものとする。 



 

 

(6)東電ＰＧの架空地線と共架事業者の通信線が接触しないよう保護管は架空地線上

部まで施設する。 

(7)共架事業者の基地局施設用腕金に沿って施設する電線類は，その腕金の上面以外の

場所に腕金から垂れ下がらないよう堅固に取付ける。 

(8)共架事業者の通信線は，昇降柱に支障とならないよう余長を設けないこととする。  

 

◎保護管の施設位置 
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（接地工事） 

第９条 共架事業者が接地線を施設する場合は次により施設する。 

(1)東電ＰＧの接地線と共架事業者の接地線とは共用しないものとする。やむをえず同

一電柱に施設する場合は，電柱表面の位置を下図のとおりとする。なお，この場合

の接地極は１ｍ以上隔離するものとする。 

(2)接地線は足場釘（ボルト）から７㎝以上隔離するものとする。 

(3)接地線は地表上２ｍまでの部分を合成樹脂管などで保護の上，接地線，保護管とも

２ｍ以下の間隔でステンレスバンドで電柱に支持する。 

 

              【接地線の施設位置】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（疑義の決定等） 

第１０条 本技術基準に基づく電柱頂部利用に関し，東電ＰＧの保守・保安上に支障が生

じた場合，また本技術基準に明記のない事項で疑義を生じた場合は，関係法規を基

準として，そのつど共架事業者，当社双方で協議のうえ決定する。 
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